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■ 種 別 ： 個人 

■ 法 人 名 ：  

■ 部 署 ：  

■ 役 職 ： 公認会計士 

■ 氏 名 ： 太田 達也 

------------------------------------ 

 

コメント： 

 

（2015年 7月 6日受領分） 

企業会計基準委員会御中 

企業会計基準適用指針公開草案第 54号「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針（案）」

（以下、「適用指針案」）に対するコメントをお送り致します。 

 

コメント 1 

適用指針案第36項（固定資産の減損損失に係る将来減算一時差異の取扱い）の（1）償却資産

において、「償却資産の減損損失に係る将来減算一時差異は、減価償却計算を通して解消され

ることから、スケジューリング可能な一時差異として取り扱う。」と記述されている。 

減損損失を計上した償却資産は、事業の用に供されていないものも多い。また、減損損失を

計上した時点では事業の用に供されていても、その後において事業の用に供されなくなるこ

とも少なくない。事業の用に供されていない償却資産については、税務上の償却限度額はな

いため、償却超過額の認容はされない。したがって、売却等に係る意思決定又は実施計画等

がない場合、スケジューリング不能な一時差異として取り扱うことになると考えられる。そ

の点を明確にすべきであると考えられる。 

 

コメント2 

適用指針案第35項（解消見込年度が長期にわたる将来減算一時差異の取扱い）の（2）の後半

において、「当期末における当該将来減算一時差異の最終解消見込年度までに解消されると見

込まれる将来減算一時差異に係る繰延税金資産は回収可能性があると判断できるものとす

る。」と記述されている。表現が適切でないと考えられる。 

 

以上です。 

 

 

（2015年 7月 21日受領分） 

企業会計基準適用指針公開草案第 54号「繰延税金資産の回収可能性の判断に関する適用指針



CL18 

2 
 

（案）」に対するコメントを以下のとおりお送り致します。 

 

資産除去債務に係る税効果会計の取扱いについて、資産除去債務に係る将来減算一時差異が

スケジューリング可能な一時差異であるかどうかの解釈も含め、実務上の取扱いを明確にす

べきと考えられる。スケジューリング可能であるか不能であるかが、ケースによって異なる

取扱いがされているようである。また、監査上の運用にも統一性に欠ける点があるように思

われる。 

 

以上です。よろしくお願い致します。 

 

 


